
14 
 

解 1 

JIS C 9335-2-32：9999 
 

家庭用及びこれに類する電気機器の安全性－ 
第 2-32 部：マッサージ器の個別要求事項 

解 説 

 

この解説は，規格に規定・記載した事柄を説明するもので，規格の一部ではない。 

この解説は，日本規格協会が編集・発行するものであり，これに関する問合せ先は日本規格協会である。 

1 今回の改正までの経緯 

WTO の TBT 協定（貿易の技術的障害に関する協定）の発効及び貿易不均衡の是正，規制緩和の促進な

どについての内外からの強い要望を受け，政府は，我が国の経済社会を国際的に開かれたものとし，自己

責任原則及び市場原理に立つ自由な経済社会としていくことを基本とした“規制緩和推進計画（平成 7 年

3 月 31 日）”を策定し，その具体策の一つとして，JIS の国際整合化の推進が盛り込まれるに至り，国際規

格との整合性を図ることとなった。 

この政策を受けて，マッサージ器の安全規格に関しては，2005 年 10 月 20 日に，IEC 60335-2-32:2002 を

基に JIS C 9335-2-32（家庭用及びこれに類する電気機器の安全性－第 2-32 部：マッサージ器の個別要求事

項）が改正され，2008 年 6 月 17 日に電気用品の技術上の基準を定める省令（昭和 37 年通商産業省令第 85
号）第 2 項基準（現在の同省令の解釈 別表第十二）に J60335-2-32（H20）として採用された。 

その後，この規格と併読する規格 JIS C 9335-1（家庭用及びこれに類する電気機器の安全性－第 1 部：

通則）が 2014 年 2 月に改正され，その修正をこの規格に取り込む必要が生じたため，及び IEC 60335-2-32
が 2002 年の 4 版以降に 2 回の追補（Amendment）文書にて改訂され，2013 年に発行された Amendment 2
までを取り込み，対応国際規格に整合させるため，2018 年に改正（以下，旧規格という。）をし，さらに

2019 年に IEC 60335-2-32 の第 5 版が発行されたため，今回，この対応国際規格との整合を図るため，改正

を行った。 

改正に当たっては，一般社団法人日本ホームヘルス機器協会が委員会を設置し JIS 原案を作成した。 

2 今回の改正の趣旨 

2005 年の JIS の改正後，2019 年に，対応国際規格である IEC 60335-2-32 の第 5 版が発行され，主に温

度上昇試験の方法など，規定内容が大きく改訂されたため，対応国際規格とのかい（乖）離を解消すると

ともに技術の実態に即した内容にするため，この規格を改正した。 

3 審議中に特に問題となった事項 

今回のこの規格の改正審議で問題となった主な事項は，次のとおりである。 
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注記 以下の細別の題名の後に括弧書きで示している箇条番号などは，規格本体などの箇条番号などを

示している。 

a) 適用範囲（箇条 1） 適用範囲において，JIS T 2002（家庭用マッサージ器及び指圧代用器）に規定さ

れている機器で，この規格に明確に記載されていない機器があるとの指摘があった。審議した結果，

それらの機器については，適用の対象範囲であることを明確にするため，機器の例に追加することに

した。 

b) 用語及び定義（箇条 3） “通常動作”（3.1.9）の定義文において，対応国際規格で定義されていない

機器については，機器が意図する対象部位，想定する負荷などについて，認証機関と製造業者とが確

認及び審議を行い，設定している状況であることが分かった。しかしながら，それらが明文化されて

いないとの指摘があり，対応について審議した結果，製造業者が指定した部位に指定した方法によっ

て，指定した負荷をかける旨を記載することとした。 

c) 温度上昇（箇条 11） 温度上昇において，表 101 の注 a)の直径 75 mm で，1 N 以下の力を加える半球

形の検査プローブが不明確との指摘があり，審議した結果，例を解説で示すこととした。対象となる

プローブの例としては，JIS C 0922（IEC 61032）に規定されている検査プローブ B（関節付きテスト

フィンガ）などがある。 

d) 安定性及び機械的危険（箇条 20） 安定性及び機械的危険において，機器の転倒（20.1）に規定する

項目について，どのような手持形機器が対象になるか不明確であるとの指摘があった。審議した結果，

充電スタンドをもつ手持形機器である旨を明記することとした。 

e) 機械的強度（箇条 21） 機械的強度において，落下試験（21.1）は，旧規格では，電気用品の技術基

準を定める省令の解釈の別表第八，附表第五の落下試験を行うこととしており，今回の改正による対

応国際規格と試験方法が異なるという指摘があった。審議した結果，対応国際規格の方が品質を担保

する上ではより厳しい試験となるため，対応国際規格の試験を採用することとした。 

4 主な改正点 

主な改正点は，次のとおりである。 

a) 適用範囲（箇条 1） 適用を意図していない機器として，産業目的専用の機器，モータをもたない電

気フットケア機器，及び人間の皮膚又は髪をケアするための機器（JIS C 9335-2-23）を追加した。 

b) 温度上昇（11.3） 温度上昇試験において，外部から接触可能な表面が平たん（坦）で，適切に接触可

能な場合は，規定された測定用プローブを用いて温度上昇を測定する規定を追加した。また，測定に

用いる表面温度測定用プローブの形状，材質などを図 101 に追加した。 

c) 温度上昇（11.8） 温度上昇試験において，JIS C 9335-1:2014 の表 3 及びこの規格の表 101 に示す値

を超えてはならない旨を規定した。 

d) 機械的強度（21.101） 落下試験について，対応国際規格の試験方法を適用した。 

5 原案作成委員会の構成表 

原案作成委員会の構成表を，次に示す。 
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家庭用医療機器 JIS 原案作成委員会 構成表 

   氏名 所属 
（委員長）  嶋 津 秀 昭 北陸大学 
（委員）  小 野 哲 章 滋慶医療科学大学大学院 
 ○ 北 村 昭 三 一般財団法人日本規格協会 
 ○ 小 川 幸 雄 株式会社白寿生科学研究所 
 ○ 中 村 潤 二 パナソニック株式会社 
 ○ 堀   晋 司 コロナ工業株式会社 
  谷茂岡 正 子 特定非営利活動法人東京都地域婦人団体連盟 
  高 島 利佳子 一般財団法人日本消費者協会 
  犬 伏 由利子 一般財団法人消費科学センター 
  田 中 秀 和 独立行政法人国民生活センター 
（関係者）  長 谷 亮 輔 経済産業省産業技術環境局国際電気標準課 
  加 藤 二 子 経済産業省商務情報政策局商務・サービスグル

ープヘルスケア産業課医療・福祉機器産業室 
  小金井   匠 経済産業省商務情報政策局商務・サービスグル

ープヘルスケア産業課医療・福祉機器産業室 
  神 沢 吉 洋 経済産業省商務情報政策局 

産業保安グループ製品安全課 
  遠 藤   薫 経済産業省商務情報政策局 

産業保安グループ製品安全課 
（事務局）  渡 邉 裕 一 一般社団法人日本ホームヘルス機器協会 
  島 村 英 清 一般社団法人日本ホームヘルス機器協会 
  大 浦 浩 一 一般社団法人日本ホームヘルス機器協会 
  注記 ○印は，分科会委員を兼ねる。 

 
家庭用医療機器安全規格検討分科会 構成表 

   氏名 所属 
（主査）  小 川 幸 雄 株式会社白寿生科学研究所 
（委員）  中 村 潤 二 パナソニック株式会社 
  堀   晋 司 コロナ工業株式会社 
  内 田 政 幸 一般財団法人電気安全環境研究所 
  大 西 弘 純 株式会社コスモス･コーポレイション 
  西 村 明 郎 一般財団法人日本品質保証機構 
  北 村 昭 三 一般財団法人日本規格協会 
（事務局）  島 村 英 清 一般社団法人日本ホームヘルス機器協会 
  大 浦 浩 一 一般社団法人日本ホームヘルス機器協会 
  （執筆者 中村 潤二） 
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